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③  労災保険の特別加入制度 

      労働者以外の者で、その業務の実態、災害の発生状況などからみて、

労働者に準じて保護することが適当であると認められる中小事業主、

一人親方、特定作業従事者、海外派遣者等の者に対して特別に任意加

入を認めている。 

 

④ 在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン 

 在宅ワーク（情報通信機器を活用して請負契約に基づきサービスの提

供等を行う在宅形態での就労のうち、主として他の者が代わって行うこ

とが容易なものをいう。ただし、法人形態により行っている場合や他人

を使用している場合などを除く。）については、「在宅ワークの適正な

実施のためのガイドライン」（以下、「在宅ワークのガイドライン」とい

う。）において、契約条件をめぐる紛争を防止するため、注文者が守っ

ていくべき事項として、 契約条件の文書明示及びその保存、報酬の支

払、納期、継続的な注文の打切りの場合における事前予告などの契約条

件の適正化、在宅ワーカーの個人情報の保護、健康確保措置等が定めら

れている。 

     

また、委託者の受託者に対する優越的地位の乱用を禁止する、私的独占の

禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）、や下請代金支払遅延

等防止法（以下「下請法」という。）、消費者契約法、特定商取引法などによ

る保護をうけることができる場合がある。 

なお、事業所アンケート調査によると、家内労働法、下請法、在宅ワーク

のガイドライン等の業務委託契約従事者に適用され得る制度について「周知

していない」あるいは「業務委託契約従事者に適用される制度を把握してい

ない」と答えた事業所が 33.2％だった。   

 

２．個人請負という働き方の特徴 

  

（１）業種及び職種 

 

 「求人調査」によれば、求人企業の業種としては、対個人サービス業 7

（41.0％）、道路貨物運送業（12.3％）卸・小売業、飲食店（9.9％）等が

多い。また職種でみると、「営業・販売」（33．9％）、「理容・美容」（23.7％）、

「デザイナー・カメラマン」（15.7％）、軽貨物運送（9.1％）等が多い。 

 「平成 19 年調査」（個人請負型就業者への個人調査）では、このほかシ

                                                   
7  エステ、塾等が多く見られた。  
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ステムエンジニア等の技術者や建設業の一人親方等の働き方も多く、これ

らは人づての紹介で求職が行われることが多いことが明らかになっている。 

 今回の「求人調査」によると、具体的な職種としては、運送員、外交員、

技術者といった従来から請負が多いと考えられるもののほか、エステティ

シャン、美容アドバイザー、講師、（宴会等の）配膳、調理補助、受付、ゴ

ルフキャディなど多様な職種で個人請負型就業者の求人が行われているこ

とが確認された。 

このように、個人請負型就業者は、高度な専門性を要する職種から、未

経験者でも受託可能な職種まで、多様な職種の仕事に従事している。 

    

（２）企業側の活用理由及び就業者側の選択理由 

 

   「事業所アンケート調査」によると、企業にとって、個人請負型就業者

の活用をするメリットとしては、①専門的業務に対応できる、②即戦力・

能力のある人材が確保できる、③人件費が節約できる、④臨時・季節的業

務量の変化に対応できるといったことがあげられる。 

デメリットとしては、①雇用とは違い、特定の人材を継続的に囲い込ん

でおくことがむずかしいこと、②業務遂行の質を確保することが困難なこ

と等が指摘されている。こうしたデメリットを踏まえ、有能な個人請負型

就業者として働いていた者を雇用者として採用したり、個人請負型就業者

に対しても教育研修制度を整備したりすることで、業務遂行の質を確保す

るといった企業もあった。 

「平成 19 年調査」によると、就業者が業務委託・請負といった働き方を

選択する主な理由としては、①仕事の時間帯を自分で決められるから、②

自分の能力・スキルを活かせるから、③自宅など自分が望む場所で仕事が

できるからといった回答が多くあげられている。ただし、他方で、「平成 19

年調査」からは、報酬については、半数以上の個人請負型就業者が不満を

持っていることが明らかとなっている8。 

 

（専門性の高い個人請負就業者） 

比較的専門性が高い個人請負型就業者については、インディペンデン

ト・コントラクター協会より、ヒアリングを行ったところ、以下のような

                                                   
8  周燕飛,（2010）,「個人請負就業の将来性―日米の子持ち既婚女性に着目して―」,  

『JILPT DISCUSSION PAPER』では、時間や場所、業務量の裁量性に着目し、子供を持

つ既婚女性にとっての就業機会としての可能性も指摘されている。但し、同論文は我が

国の現状において個人請負は、正社員と比較して低収入、長時間労働に陥るリスクが高

いことを実証していることに留意。なお、平成１９年調査では、「育児との両立をした

いから」という就業理由は、下から２番目（7.3％）であった。  


